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1．研究の背景と目的 

広く一般に、日本人は勤勉・働き者であると

言われている。勤勉さをあらわす例としては、

早出・残業や休日出勤、あるいは自宅での時間

外作業をいとわない勤務姿勢や、その結果もた

らされる有給休暇取得率の低さ、過労働を一要

因とする突然死（過労死）が挙げられる。会社

観、仕事観が多様化し、ワーク・ライフ・バラ

ンス（仕事と生活の調和）が推進される現在に

おいても、各種調査データ1を見る限りにおいて

は、“日本人＝勤勉”というイメージは大きく変

化していないようである。 

しかしその一方で、日本企業のなかに「厄介

者・怠け者の存在が目につく」という声がある

のも事実である。仕事量・成果と報酬が明らか

に釣り合っていない“給料泥棒”や、文句・不満

ばかりを放出する“社内批評家”、あるいは、周

りの社員の仕事を手伝おうとせず、自分の課業

を終えた段階で退社してしまう“自己チュー社

員”と呼ばれるような、勤勉とは言い難い状態に

ある社員への対応に苦慮するという話は、ある

特定の企業でのみ見られる少数事例というわけ

ではなさそうである。また、怠け者の存在を示

唆する声のひとつに、企業のなかだけに限らず、

組織全般に起こる事象として広く一般に知られ

ている“働きアリの法則”または“2:6:2の法則”と

呼ばれるものがある。 

“2:6:2 の法則”とは、組織において、上位 2 割

の人が高い生産性を上げ、中位 6 割は普通に働

き、下位 2 割がそれらにぶら下がり足を引っ張

るという法則である。ここで下位 2 割を取り除

くと、全体の生産性が高まるわけではなく、残

った 8 割が再び 2:6:2 の比率に分かれるとされ

る。また、上位 2 割を取り除いた場合も、同様

に残りの 8 割が 2:6:2 の比率に分かれるとされ

る。組織のなかでは「2:6:2 の法則でいう上位 2

割のコア人材をどう定着させるか？」などと用

いられることがあるが、この法則は、実際の組

織において実証された理論ではなく、いわゆる

経験則の域を脱していないといわれる。 

日本人は総じて勤勉であると言われているこ

とを考慮すると、日本人が集まって組織された

集団のなかに排除すべき怠け者が存在するとい

う“2:6:2 の法則”には、どこか矛盾があるように

も思われる。下位 2 割の成員を「怠け者」と一

様に捉えて排除しようとすることが必ずしも望

ましくないと考えることは、できないのであろ

うか。 

本研究では、会社組織を模したマルチエージ

ェント・モデル（以下、組織モデル）を制作し

シミュレーションを試行することにより、下記

の 2 点について検討を行うこととした。 

 

Q1. 組織成員は 2:6:2 の比率に分かれているの

か？ 

Q2. 下位 2 割の成員は、どのような特徴を有し

ているのか？ 

 

2．組織モデルの概要 

20×20 の 2 次元正方格子空間の各セルに、エ

ージェントをランダムかつ空白セルが生じない

よう配置する。エージェントの初期位置は、年

齢・役割内行動能力 ௢ܲ・役割外行動能力 ௖ܲ・協

力ウェイト ௖ܹ・残業性向 E・戦略・戦略変更ポ

リシーがランダムに設定されたのちに決定され

るとした。 

各エージェントは、自身と隣接する 8 人のエ

ージェントを参照してステップ t において 1 回



 

 

タカ・ハトゲームをプレイし、その結果に応じ

て組織への協力度合いを決定すると仮定した。

その際、周期的境界条件を用いることにより、

すべてのエージェントが 8 人の隣人を有するよ

うにした。 

仮試行の結果から、終状態に落ち着くまでに

必要なステップ数は t=200 で充分であることが

確認されており、本研究では 200 ステップ終了

を以て 1 回の試行が完了したとカウントするこ

ととした。 

 

2.1. 組織モデルにおける成員の行動 

モデル内のゲーム構造は、小林（2005）に準

拠し、タカ・ハトゲームと設定した2。 

各成員には、利己的戦略（タカ戦略）または

利他的戦略（ハト戦略）が初期戦略として設定

されている。各成員は、周囲の成員と 1 ステッ

プ（期間）に 1 回ゲームをプレイしたうえで、

自らの戦略変更ポリシーに応じて次ステップ

（期間）の戦略を決定するとした。 

戦略変更ポリシーは以下の 4 種類であり、シ

ミュレーション期間中のポリシー変更は行わな

いものとした。また、利己的戦略と利他的戦略

とのあいだに違いがないときは、戦略の変更を

行わない。成員へのポリシーの割り当てはラン

ダムに行っているが、各ポリシーのモデル内存

在比率は、均等となるよう配慮している。 

 

①働き者度ݓܦがもっとも高かった隣人の戦略

を採用する「働き者度志向」 

②満足度ܵ（ゲーム利得）が高くなる戦略を採

用する「満足度志向」 

③隣人のなかでとっている人数がもっとも多い

戦略を採用する「和志向」 

④いかなるときも戦略を変更しない「無変化志

向」 

 

組織モデルでは、各成員の役職の上下につい

て規定しなかった。これは、“遅い昇進”（小池, 

1994）や“未来傾斜原理”（高橋, 1996b）によっ

て、多くの成員が比較的長期にわたって、高い

働き者度を示すインセンティブを有していると

想定されるためである3。 

 

2.2. 組織モデルにおける成員のラベル付け 

一般に、組織のなかでは、自分以外の他の成

員について、業績や人事評価の多寡を正確に把

握することは困難であると言える。そのため、

組織成員をラベル付ける指標が、各成員の業績

や人事評価に直結するものではない可能性が考

えられた。そこで本研究では、成員のラベル付

けが、モデル内で設定した働き者度を用いて行

われるとした。働き者度ݓܦは、役割内行動能力

௢ܲと役割外行動能力 ௖ܲの和に協力度ܥと残業性

向 E を掛けた値であり、以下の（1）式によっ

て算出される。 

࢝ࡰ ൌ ሺ࢕ࡼ ൈ ૚. ૞ ൅ ሻࢉࡼ ൈ ࡯ ൈ  （1）……   ࡱ

役割内行動能力 ௢ܲは自らの担当領域として明

示されている業務（たとえば、営業担当者であ

れば日々の営業活動）に関する能力であり、役

割外行動能力 ௖ܲは特に担当は決められていない

が、誰かがやらなければいけない業務（たとえ

ば、部署宛の電話をとる）に関する能力である。

୭ܲ・ ௖ܲともに、複数ステップにおよぶ採用選考

（フィルタリング）を経て入社することを踏ま

え、5 段階で 3 以上（＝3,4,5）の値をランダム

に割り当てている。なお、（1）式においては、

本来業務である役割内行動のほうが評価にあた

り重視されると考え、 ୭ܲに対してウェイト付け

を行った。 

協力度 C は、成員の組織に対する協力度合い

をあらわす値である。値の大きさは、成員がと

る戦略（利己的戦略 or 利他的戦略）に応じて決

定する。ここでは、利他的戦略をとる成員の方

が高い協力度合いを示すとした。 

残業性向 E は、成員の残業の多さを、他の成

員と比較して相対化した値である。ここでは、

E＝1.2（平均以上の残業量）、1.0（平均的な残

業量）、0.8（平均以下の残業量）の 3 段階とし

た。 



 

 

 (1) 式では、成員の能力にウェイト付けを行

った値である第 1 項に、第 2 項の協力度ܥを掛

けることによって、成員が自らの能力をどれだ

け組織に対して提供しているかを表現している。

また、第 3 項の残業性向 E を掛けることによっ

て、残業の多さが日本企業にみられる「尻ぬぐ

い」や「泥かぶり」といった行動に起因する（高

橋, 1996a）ものであり、これらによって働き者

に見える作用がもたらされていることを反映し

ている。 

しかし、現実世界の組織では、“働いているよ

うに見えるが業績に寄与していない成員”や、

“働いているように見えないが業績に寄与して

いる成員”が存在することも考えられる。ビジネ

スパーソン向け書籍で話題に挙がるような“ス

マートな仕事術”を実践する成員は後者に当て

はまると思われるが、そのような成員は組織の

業績に貢献しているにもかかわらず、働き者度

による分類では下位層に区分されてしまう。そ

こで本研究では、エージェントが組織に対して

提供した能力が組織の成果（業績）に寄与して

いる度合いをあらわす業績寄与度݌ܥを設定し、

この値を用いたラベル付けもあわせて行うこと

とした。業績寄与度の設定により、前述のよう

な見かけ上の働き具合と実際の貢献とのあいだ

にギャップのある成員を描出することが可能と

なる。 

業績寄与度݌ܥは、役割内行動能力 ௢ܲと役割外

行動能力 ௖ܲの和に成功係数ܹ݌を掛けた値であ

り、以下の（2）式によって算出されるとした。 

࢖࡯ ൌ ሺ࢕ࡼ ൈ ૚. ૞ ൅ ሻࢉࡼ ൈ（2）……   ࢖ࢃ 

成功係数ܹ݌は、エージェントが組織に対し

て提供した能力が、組織の成果（業績）に寄与

する割合であり、野球でいう打率に相当するも

のである。簡単のため、本研究ではエージェン

トの働きがステップごとに 70%の確率で組織の

業績に寄与すると仮定し、寄与する場合は 0.8、

あまり寄与しない場合は 0.2 を成功係数ܹ݌の

値として割り当てることとした。 

 

3．研究手続き 

組織モデルを用いてシミュレーションを 10

回試行し、シミュレーション期間内に各成員が

保有したパラメータ値やモデル空間全体に関す

る値を CSV 形式で出力した。シミュレーション

の試行回が 10 回と比較的少ない回数であるが、

これは本研究が、モデル空間に関するパラメー

タの変化傾向を把握することよりも、各エージ

ェントがモデル空間のなかで示す振る舞いの変

化傾向を把握することに主眼を置いたためであ

る。なお、出力データの分析方法は、次節以降

に示すとおりである。 

 

3.1. エージェント比率の分析（Q1） 

働き者度ݓܦと業績寄与度݌ܥのそれぞれにつ

いて、値の幅をなるべく均等になるよう 3 分割

したうえで、上位層・中間層・下位層のラベル

付けを行った。その後、ステップごとにエージ

ェントの構成比率がどのように変化したかを時

系列グラフで表現し確認を行った。 

働き者度ݓܦは、組合せ上 12.0≧ݓܦ≧1.2 の間

の値をとり、値の幅は10.8である。本研究では、

上位層（12.0≧8.4＜ݓܦ）・中間層（8.4≧ݓܦ＞

4.8）・下位層（4.8≧1.2≦ݓܦ）とラベル付けを

行った。 

業績寄与度݌ܥは、組合せ上 10.0≧݌ܥ≧1.5 の

間の値をとり、値の幅は 8.5 である。本研究で

は、上位層（10.0≧7.16＜݌ܥ）・中間層（7.16≧݌ܥ

＞4.33）・下位層（4.33≧1.5≦݌ܥ）とラベル付け

を行った。 

 

3.2. 下位層エージェントの分析（Q2） 

各シミュレーションは 200 ステップ（期間）

を 1 回として実行されるが、そのうち 1 ステッ

プ（期間）でも下位層に属したエージェントの

データを分析の対象とした。 

分析はまず、抽出したデータをエージェント

ごとに時系列に沿って整形したうえで、各エー

ジェントについて、シミュレーション期間全体

を通して現れるパラメータ値の変化の把握に努



 

 

めた。その後、変化特性の類似するエージェン

トをグルーピングし、グループごとにタイプ名

を付した。 

 

4．分析 1：モデル空間のエージェント比率 

働き者度ݓܦおよび業績寄与度݌ܥについて、

構成比の変化を時系列グラフで表現したところ、

いずれも 10 回の試行を通じて類似した傾向を

示した。また、モデル空間の大きさを変化させ

た場合も、類似した傾向を示していた。 

図表 4-1 は、働き者度ݓܦについて、上位層・

中間層・下位層の比率の変化を、ステップ数を

x 軸、比率を y 軸にとって示したグラフである。

このグラフを確認すると、上位層・中間層・下

位層の比率は、おおよそ“2:6:2”あるいは“2:5:3”

に近い値をとっていることがわかる。 

 

図表 4-1：働き者度ݓܦの時系列グラフ（一例） 

 

 

しかし、業績寄与度݌ܥについて、上位層・中

間層・下位層の比率の変化を、ステップ数を x

軸、比率を y 軸にとって示した図表 4-2 のグラ

フを確認すると、上位層・中間層・下位層の比

率は、2:6:2 に近づいていないことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

図表 4-2：業績寄与度݌ܥの時系列グラフ（一例） 

 

 

5．分析 2：下位層エージェントの類型化 

下位層に属するステップが 1 以上存在してい

たエージェントについて、その変化傾向別に類

型化を試みた結果、おおまかに以下の 4 タイプ

に分けることができた。次節以降ではこれら 4

つのタイプについて、その特徴と同時に、本研

究に際して行われたシミュレーションの結果に

見られた傾向を述べる。 

・一貫型  ・燃え尽き型  ・湯沸かし型 

・揺り戻し型 

 

5.1. 一貫型 

北海道大学の長谷川英祐氏は、「2:6:2 の法則」

の根拠であると思われる、働きアリの観察実験

についての研究報告のなかで「働かないものは

働かないまま」であったと述べている4。これと

同様に、今回のシミュレーションにおいても、

シミュレーション期間を通して下位層に留まり

つづける成員が確認された。本研究では、この

ような下位層成員を「一貫型」タイプと呼ぶこ

とにする。 

一貫型タイプに該当する下位層成員の約半数

は、自らの戦略を変更しない無変化志向ポリシ

ーを持ち、組織への参入時点から利己的戦略を

とっていた。そのため、近傍の成員がどのよう

な状況にあっても、自らは常に利他的戦略をと

りつづけようと振る舞っていたのである。組織

モデルの仮定上、ポリシーの変更は行われない
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としたため、このような成員を上位層あるいは

中間層へと移行させることは不可能である。 

一方、一貫型タイプの下位層成員の残り半数

は、働き者度志向ポリシー・満足度志向ポリシ

ー・和志向ポリシーのいずれかをとるエージェ

ントである。これらのエージェントは、ポリシ

ーの定義上、他の成員からの影響を受けて利他

的戦略へと自らの戦略をシフトさせ、上位層あ

るいは中間層へと移行する可能性を有していた

はずである。しかし、組織に属していた期間の

すべてで、近傍にいる成員の多くが利己的戦略

をとっていたために、自らも利己的戦略をとり

つづけたものと考えられる。つまり、一貫型タ

イプの下位層成員の約半数は、近傍の成員の組

合せによっては、上位層あるいは中間層へと移

行させることが可能であったと言える。 

 

5.2. 燃え尽き型 

続いて見られたのが、初めは上位層あるいは

中間層に属していたものの、シミュレーション

期間を重ねるなかで下位層へと移行し、下位層

に属する状態のままシミュレーション期間の終

了を迎える成員である。勢いよく燃える炎が次

第にその勢いを弱め、やがて鎮火するという一

連の過程に似た遷移をとることから、本研究で

は、このような下位層成員を「燃え尽き型」タ

イプと呼ぶことにする。 

燃え尽き型タイプの下位層成員が生じる背景

には、組織ストレスの存在があると思われる。

元来、組織ストレスは、労働者の合理的な行動

を妨げ、生産性の低下に大きな影響を与えると

考えられてきた。企業においては、身体的ある

いは精神的不調による休職・退職、バーンアウ

ト（燃え尽き症候群）、過労死といった事象の発

生が問題視されているが、これらの多くは、従

業員が抱える組織ストレスに起因するものであ

る。企業側は、従業員の心の健康対策（メンタ

ルヘルスケア）に充分に取り組んでいるとは言

えず5、燃え尽き型タイプの下位層成員は、今後

も増加傾向にあると予想される。ただし、今回

の組織モデルによるシミュレーションでは、燃

え尽き型タイプの下位層成員はあまり見られな

かった。 

 

5.3. 湯沸かし型 

燃え尽き型とは逆に、初めは下位層に属して

いたものの、シミュレーション期間を重ねるな

かで上位層あるいは中間層へと移行し、上位層

あるいは中間層に属する状態のままシミュレー

ション期間の終了を迎える成員も確認された。

冷水を火にかけると次第に熱を帯び、やがて激

しく沸騰するという一連の過程に似た遷移をと

ることから、本研究では、このような下位層成

員を「湯沸かし型」タイプと呼ぶことにする。 

一般に、組織への新規参入者は、その組織の

価値観や様式を学び、職務遂行に必要な技能を

獲得する組織社会化のプロセスを経て、組織の

メンバーらしく行動できるようになる（社会化

される）とされる。下位層から上位層あるいは

中間層へと移行していく湯沸かし型タイプの遷

移は、まさに組織社会化のプロセスを経て組織

に適応する様子を描いていると考えられる。社

会化された結果、最終的には上位層あるいは中

間層に属することを考慮すると、湯沸かし型タ

イプの下位層成員は、下位層のなかでも比較的

容認されうる存在であると思われる。 

 

5.4. 揺り戻し型 

前述の 3 タイプは、何らかの状態に落ち着い

ていくような遷移をとるものであった。これら

とは別に、シミュレーション期間を通して上位

層あるいは中間層と下位層とのあいだを行き来

する、ある特定の状態に落ち着くような遷移を

とらない成員も存在した。法則性を持たず複雑

に揺れ動く様子から、本研究では、このような

下位層成員を「揺り戻し型」タイプと呼ぶこと

にする。 

揺り戻し型タイプは、上位層あるいは中間層

と下位層のどちらに属している期間が長いかに

よって、さらに 3 系統に分けることができた。



 

 

ひとつは、上位層あるいは中間層に属している

期間が長い「揺り戻し型怠業（たまに怠業へと

揺れる）」タイプであり、もうひとつは、下位層

に属している期間が長い「揺り戻し型貢献（た

まに貢献へと揺れる）」タイプである。また、上

位層あるいは中間層に属している期間と下位層

に属している期間とが等しい「揺り戻し型均等」

タイプの存在も確認された。 

組織のなかに存在するすべてのタスクで高い

パフォーマンスを発揮できる人は、いたとして

もごく少数であり、それぞれのタスクについて

得意・不得意が分かれている成員が大半を占め

ると思われる。その場合、多くの成員にとって、

組織に対する自身の協力の大きさは、割り当て

られるタスクによって変動する可能性がある6

ものとなる。また、得意なタスクであっても、

そのタスクを複数人で一緒に行う場合には、他

のエージェントとの関係性の善し悪しによって

協力の大きさが変動する7であろう。これらを踏

まえると、組織に属する成員の多くが、揺り戻

し型タイプの下位層成員に該当する期間を多少

なりとも有していると考えられる。実際に、シ

ミュレーションの試行結果では、下位層成員に

該当する期間を有していたエージェントの約半

数が揺り戻し型タイプに分類された。 

集団主義的な経営を行ってきた日本企業のな

かでは、「折りあい」や「譲りあい」によって利

害に関する長期的バランスが保たれるという期

待が成員間にあるという（間, 1974）。この議論

にしたがえば、上位層あるいは中間層と下位層

とのあいだを不規則に遷移する様子は、成員間

での「折りあい」「譲りあい」によって、成員ご

とに力を抜く（力み過ぎないようにする）期間

を確保している動きのひとつとも捉えられる。

このような動きをとることで、成員はバーンア

ウト（燃え尽き症候群）を未然に防ぎ、組織に

対して、長期にわたって安定的に高い労働力を

提供することが可能になると考えられる。 

 

5.5. 分析 2 のまとめ 

図表 5-1 で示したタイプ別のエージェント数

は、ある試行回について、前節までに述べた 4

類型 6 タイプにしたがって、同一の判定者 1 名

が 1 週間の間隔を空けて計 2 回の分類を行った

結果から作成したものである。2 回の分類の一

致率（重み付け κ係数）は κ=.988 という高い値

であった。この試行回では全部で 2,087 名のエ

ージェントが生成され、うち下位層成員は 1,368

名（65.55%）であった。 

その他の試行回についても同様の方法で分類

を行った結果、試行回ごとに多少のばらつきは

あるものの、下位層成員に該当するエージェン

トが 60％～70％存在し、そのなかでも一貫型タ

イプと揺り戻し型怠業タイプのエージェントの

存在比率が高いという傾向が共通して見られた。 

 
 

図表 5-1：エージェントの戦略変更ポリシー・タイプ別構成比（比率は上位カテゴリ比）8 

 

人数 比率 人数 比率 人数 比率 人数 比率 人数 比率

下位層成員に該当しない 191 38.20% 71 12.59% 203 38.96% 254 50.60% 719 34.45%

下位層成員に該当する 309 61.80% 493 87.41% 318 61.04% 248 49.40% 1368 65.55%

一貫型タイプ 89 28.80% 100 20.28% 87 27.36% 248 100.00% 524 38.30%

燃え尽き型タイプ 1 0.32% 9 1.83% 2 0.63% 0 0.00% 12 0.88%

湯沸かし型タイプ 111 35.92% 13 2.64% 138 43.40% 0 0.00% 262 19.15%

揺り戻し型怠業タイプ 108 34.95% 272 55.17% 89 27.99% 0 0.00% 469 34.28%

揺り戻し型貢献タイプ 0 0.00% 81 16.43% 0 0.00% 0 0.00% 81 5.92%

揺り戻し型均等タイプ 0 0.00% 18 3.65% 2 0.63% 0 0.00% 20 1.46%

総計 500 23.96% 564 27.02% 521 24.96% 502 24.05% 2087 100.00%

総計働き者度志向ポリシー 満足度志向ポリシー 和志向ポリシー 無変化志向ポリシー



 

 

6．考察 

本章では、第 5 章で述べた分析結果について

考察を行う。併せて、組織モデルの妥当性につ

いても検討する。 

 

6.1. ラベル区分の曖昧性 

働き者度ݓܦの大小を用いて、組織成員を上位

層・中間層・下位層の 3 層に区分すると、各層

の比率は“2:6:2 の法則”で言われるようにおお

よそ 2:6:2 に近い値を示した。しかし、業績寄

与度݌ܥの大小を用いて区分した場合は、2:6:2

に近い値は示さなかった。これらの結果から、

広く一般に知られる“2:6:2 の法則”では、成員が

働いているように見える度合いである“働き者

度”を用いて、組織成員を区分しているであろう

ことが想定される。 

このことは、上位層・中間層・下位層の区分

が、実際のアウトプットの多寡に依らない、曖

昧なものであることを示唆すると捉えることが

できる。すなわち、働いているようにさえ見え

れば、低業績であっても上位層に区分されうる

し、逆に働いているように見えなければ、高業

績を残していても下位層に区分されうるという

ことである。したがって、上位 2 割の成員をコ

ア人材として位置づけたり、下位 2 割の成員を

怠け者として排除しようとしたりすることは、

必ずしも適切であるとは言い切れないと思われ

る。 

 

6.2. “排除されるべきでない怠け者”の存在 

前掲の図表 5-1 を確認すると、組織に属する

すべてのステップで下位層とラベリングされる

一貫型タイプのエージェントは、下位層成員の

うち 38.30%であったことがわかる。また、下位

層に分類されたあとに上位層あるいは中間層へ

と移行することのないエージェント（一貫型タ

イプ・燃え尽き型タイプ）は、下位層成員のう

ち約 39%であった。この約 39%に該当するエー

ジェントは、組織のなかで怠け者とラベリング

された時点以降に働き者とラベリングされるこ

とはなく、確かに排除されるべき存在であるよ

うに思われる。 

一方で、下位層成員のうち残りの約 60%のエ

ージェントは、下位層に分類されたあとに上位

層あるいは中間層へと移行していることが確認

された。このことから、怠け者とラベリングさ

れた成員のなかには、ラベリング後の任意の時

点で働き者として見なされる可能性が残ってい

る者が存在すると考えられる。ただし、この指

摘は、エージェントの最終的な振る舞いをすべ

て把握したうえで行っている点に注意が必要で

ある。それは、現実の組織においては、怠け者 

とラベリングされた成員が、その後の時点で働

き者とラベリングされるか否かを判断すること

は困難であると想定されるためである。 

 

6.3. 近傍エージェントの重要性 

現実世界の組織、たとえば会社をイメージす

ると、上司や先輩、ともに切磋琢磨する同期、

自分を慕ってくれる後輩、クライアントなど、

さまざまな人と関わりを持って仕事を行ってい

る。そのなかでは、頑張っている同期を見て「自

分も頑張らなきゃ」と思ったり、適当な仕事ぶ

りの先輩を見て「あれで良いなら自分も適当に

しよう」あるいは「あんな風にはなりたくない」

と思ったりする。また、クライアントが大きな

期待を寄せてくれたときには「何としても期待

に応えなければ」とも思うだろう。友人や恋人、

親戚などといった単位の集団においても、他者

からの影響を受けて自らの振る舞いを変えるこ

とは珍しくない。自分の周りにいる人の存在に

よって、頑張りや協力度合いを変えるというこ

とは、多くの人が経験しているのではないだろ

うか。 

本研究で示したシミュレーション結果からも、

近傍のエージェントの組合せによってエージェ

ントの働き者度が変動することが考えられた。

それは、組織モデルの仮定に加え、同じ満足度

志向ポリシーを持つエージェントであっても、

自身の近傍に 2 人以上の怠け者が存在し利他的



 

 

戦略をとるエージェントと、自身の近傍に存在

する怠け者が 2 人未満であるために利己的戦略

をとるエージェントとに分かれていたことから

も明らかである。エージェントの具体的な行動

としては、セル配置の変更タイミングを契機に、

働き者度を大きく上下させる動きが見られてい

た。 

このことから、働き者・怠け者を分ける要素

のひとつに成員の配置があり、したがって誰の

そばで仕事をするか、が重要であるということ

が言えるのではないかと思われる。現実の組織

に還元すれば、各成員の配属を決定する際、そ

の成員の能力や適性に加えて、同僚や指導役（メ

ンター）、仕事上のパートナーなどの能力や特性

についても考慮する必要があるということであ

る。仕事のイロハや会社生活のイロハをどう教

わるかによってビジネスパーソンとしての基本

骨格が決まるという意味合いで、新入社員に対

して「最初の上司が誰になるかは非常に重要だ」

と言うことがあるが、本研究で示したシミュレ

ーション結果からも、この言説は支持されるも

のであると思われる。 

 

6.4. “カルノーの定理”の適用 

以下は、高橋（2010）に記述された、ある大

企業の部長（本稿では以後、仮に A 氏と表記す

る）が大学生に向けて語ったというコメントを

引用したものである。働いていないように見え

る成員がどのような存在であるかを考えるうえ

で、非常に興味深いコメントであると思われる。 

 

「おじさんたちは、何も仕事をしていない

ようなときでも、ただボーッとしているわけ

ではない。少なくとも私は、ずーっと若い人

のことを見ている。 

査定や評価をしなくてはならないからと

か、そんな理由で見ているのではない。だか

ら彼らの目先の成果や業績を見ているわけ

ではない。それよりも、どんな仕事が得意な

のか、どんな仕事が苦手なのか、性格的に明

るいのか暗いのか、几帳面なのか大雑把なの

か……。とにかく、ありとあらゆることを見

ている。直接の部下や後輩だけではない。目

にはいって気になる人はずっとウォッチし

ている。それは自分のためなのだ。 

私自身は凡庸な人間だが、たとえ優秀で、

どんな仕事でも誰よりも速くこなせるよう

な人間であったとしても、所詮、限られた時

間内に一人でできる仕事の大きさには限り

がある。そんなことは当たり前だろう。しか

し、もし自分に大きな仕事が降ってきたとき、

どんなメンバーでチームを組めば、その仕事

をこなせるのか。その顔ぶれのアイデアさえ

湧けば、私はどんな大きな仕事でも受けられ

る。だから、いつも若い人を見ているのだ。」

（高橋, 2010, pp.7-8.） 

 

この A 氏のコメントは、次の 4 つのポイント

に集約することが可能である。 

 

① 仕事をしていないように見えるときでも、

「周りのメンバーを見る」という自分に

とって重要なタスクをこなしている。 

② このタスクによって、直属の部下や後輩

に限らず、社内のさまざまな人について、

ありとあらゆる情報を仕入れることがで

きる。 

③ 仕入れた情報は、チームづくりの必要に

迫られたとき、メンバーの構成や各メン

バーの担当ポジションを考えるヒントと

なる。 

④ 普段から情報を仕入れておくことで、大

きな仕事が降ってきたときに、それをこ

なせるチームの形がパッと見えてくる可

能性が高まる。 

 

つまり A 氏は、組織に対して提供する能力を

抑え、その分を情報収集に使うことで、近い将

来に大きな仕事が降ってきたときへの準備を行

っているというのである。このような行動は、



 

 

熱力学の分野でいわれる「カルノーの定理」が

熱力学に限らずさまざまな分野で応用可能な、

普遍性を持つものである（上原, 2005）という議

論と符号すると思われる。 

カルノーの定理とは、熱源から仕事（エネル

ギー）を取り出すときは、必ず外部に一部の熱

を放出しなければならないという定理である。

「熱効率 100%の仕組みは有り得ない」「失う熱

量がゼロで熱を仕事に変えることはできない」

ということを示す定理であるが、これらを簡単

に表現すると、有効な仕事にはムダやロスが必

要であるということになる。 

上原（2005）は、このカルノーの定理がビジ

ネスの世界に適用される例として「利益を上げ

ようと思ったら経費という必要なムダを惜しま

ない」ということを挙げている。設備投資や光

熱費を見直し経費を削減すれば、一時的には利

益（＝売上－経費）が上がるように思われる。

しかし、本来は必要経費である備品や冷暖房へ

の投資を惜しむと、従業員の作業能率低下や、

売上の減少へとつながる可能性がある。お金と

いうエネルギーから一部を抜き、必要経費とし

て適切に投下することで、はじめて利益を創造

することができるのである。 

カルノーの定理は、人にとっても当てはまる

ものであろう。常に全力を注ぐオーバーアチー

ブ状態では、目の前にある予期された事象には

対応できても、予期していなかった突発的な事

象への対応は難しくなる。また、オーバーアチ

ーブ状態がつづけば、やがてバーンアウトして

しまう恐れもあるだろう。しかし、時折でも力

を抜く場面があれば、バーンアウトを抑制する

ことが可能であるし、ここぞという重要な局面

でまとまった力を発揮することも可能になる。

先に挙げた A 氏の例は、自身の労働力の一部を

抜き、同僚に関する情報収集に充てることで、

大きな仕事をこなせるチームを構築し利益を生

み出していると解釈される。 

このように考えると、労働力の提供度合いを

一時的に低めることが怠業にあたるとは、必ず

しも言い切れない。本研究で示したシミュレー

ション結果でいう、揺り戻し型怠業タイプの下

位層成員のような成員は、適度に力を抜く場面

と、きちんと力を出す場面とを上手く使い分け

ることができていると捉えることができる。こ

のような成員が力を抜いている場面を見て、そ

れを「怠けている」と判断するのは望ましくな

いと考えられる。 

 

6.5. 組織モデルの妥当性 

最後に、本研究で用いた組織モデルの妥当性

を検討する。モデルの妥当性は、シミュレーシ

ョンの試行結果と現実世界の組織で見られる事

象との同型性を確認することで担保される（中

井, 2009）。本節では、組織モデルによるシミュ

レーション結果と現実世界の組織で見られる事

象とのあいだに見られる同型性について整理す

る。 

［同型性 1］ 

組織モデルでは、正確に把握することが難

しいパフォーマンス（業績）の高低ではなく、

誰にでも把握が可能な、成員が働いているよ

うに見える度合い（＝働き者度）の大小に応

じて、成員を 3 層に区分すると仮定した。シ

ミュレーションの結果、上位層・中間層・下

位層の比率は 2:6:2 に近い値を示し、広く一

般に言われる“2:6:2 の法則”に当てはまる状

況となった。現実世界の組織で働き者・怠け

者を区分する際には成員のパフォーマンス

の高低を組み入れている可能性が高いが、働

き者度を用いて区分するとした組織モデル

の設定にも妥当性があると思われる。 

［同型性 2］ 

会社組織のなかでは、上司や先輩、ともに

切磋琢磨する同期、自分を慕ってくれる後輩、

クライアントなど、さまざまな人との関わり

を持って仕事を進める。そのとき、自分の周

りにいる人の存在によって、頑張りや協力度

合いを変えるということは充分あり得るこ

とである。本研究で示したシミュレーション



 

 

結果からは、近傍にいるエージェントの組合

せによってエージェントの働き者度の大小

が変化することが考えられ、組織モデルと現

実世界との乖離はあまり見られない。 

［同型性 3］ 

下位層に属する期間が見られたエージェ

ントについて、その特性を検討すると、常に

低い働き者度を示しつづけるエージェント

（一貫型）と、一時的に低い働き者度を示し

ているだけのエージェント（燃え尽き型、湯

沸かし型、揺り戻し型）の 2 種類に分けられ

た。経験上、会社組織にもそれぞれの型に相

当すると思われる成員が存在すると考えら

れ、組織モデルと現実世界との乖離はあまり

見られない。 

 

7．結語 

本研究では、会社組織を模したマルチエージ

ェント・モデル（組織モデル）を用いてコンピ

ュータ・シミュレーションを試行し、その結果

データについて分析を行った。 

まず、組織モデルを用いてシミュレーション

を行った結果、その成員が働いているように見

える度合いをあらわす働き者度を尺度として上

位層・中間層・下位層の 3 層に分類すると、そ

の比率は 2:6:2 に近づくことが確認された。次

に、下位層に属する期間が存在したエージェン

トについて、類似する変化傾向を持つエージェ

ントごとにグループ分けを行った結果、大きく

4 つのタイプ（一貫型、燃え尽き型、湯沸かし

型、揺り戻し型）に類型化され、そのなかには

従来のイメージとは異なる、ネガティブな存在

であるとは言い切れないような特性を持つタイ

プ（湯沸かし型、揺り戻し型）が存在している

ことが明らかとなった。また、シミュレーショ

ンの試行結果と現実世界の組織で見られる事象

とのあいだに、ある程度の同型性が確認される

ことから、組織モデルの妥当性は担保されると

した。 

これらにより、下位層に分類される成員（怠

け者）のなかには、排除すべき対象であるとは

言い切れないタイプの成員が見られることが示

唆された。 

本研究の理論的含意は、これまで焦点が当て

られることの少なかった、非コア人材にあたる

成員について検討したことである。多くの企業

にとって、企業を担う中核的なコア人材や、将

来的にコア人材となりうるコア人材予備軍の確

保・育成は重要な課題である。採用選考の各プ

ロセスで人材を見極め評価し、将来的にコア人

材となりうる人材を確保しようと腐心している

のは、たとえば近年耳にする機会の増えた“厳選

採用”という言葉からも明らかであろう。この採

用選考プロセスで行われる人材評価が適切であ

るとすれば、企業のなかにいる従業員は、基本

的にはすべてコア人材予備軍として採用された

はずである。つまり、コア人材予備軍としての

期待を背負って入社した従業員の一部が、ある

ときから非コア人材としてラベリングされ、劣

った人材であるかのように見られると同時に、

定着・育成施策の対象から除外され、軽視され

ているのである。 

鈴木（2007）は、スポーツチームにおけるレ

ギュラー（コア人材）と補欠（非コア人材）の

関係性を例に挙げながら、非コア人材のコミッ

トメントやモチベーションが強いことが、組織

の高い成果や業績につながるのではないかと指

摘している。企業にとっては、数少ないコア人

材のコミットメントを高めて定着率を上げる努

力よりも、圧倒的に多い非コア人材のコミット

メントをいかにして維持するかの方が重要だと

言えるのではないかというのである。 

本研究のシミュレーション試行においても、

ある時点で低い働き者度を示し、下位層（怠け

者）としてラベリングされる成員は多数存在し

た。しかし、そのすべてが、ラベリングされて

以降ずっと低い働き者度を示していたわけでは

ない。なかには、怠け者としてラベリングされ

たあと、別の時点で高い働き者度を示し、働き

者であるとラベリングされるエージェントも存



 

 

在したのである。上位 2 割の働き者をコア人材、

下位 2 割の怠け者を非コア人材と位置づけるよ

うな“2:6:2 の法則”の用いられ方を踏まえると、

このことは、現実世界の組織において、非コア

人材をコア人材（あるいはコア人材予備軍）へ

と押し戻すことができる可能性を示唆している

とも捉えられる。ただ、本研究で用いた組織モ

デルでは、コミットメントやモチベーションと

いった概念が組み込まれていないため、鈴木

（2007）の指摘に対する明確な回答の提示には

到れなかった。今後の研究を進めるなかで、コ

ミットメントやモチベーションの概念を加え、

検討を行いたいと考えている。 

本研究の実践的含意は、企業における人材マ

ネジメント施策に関する新たな方向性の提示で

ある。2008 年版の OECD の雇用統計（OECD 

Indicators of Employment Protection）9では、日本

における正規従業員の解雇の難しさ（Difficulty 

of Dismissal）をあらわす指標値10は 3.80 で、

OECD 加盟 30 カ国中もっとも高い値（数値が高

いほど解雇が難しい）であった11。その一方で、

法律上は 30 日前の予告もしくは 30 日分以上の

平均賃金（解雇予告手当）を支払えば解雇でき

る た め 、 手 続 き の 不 便 さ （ Procedural 

Inconveniences）指標12と、会社都合解雇の場合

の告知期間と補償額（Notice and Severance Pay 

for No-fault Individual Dismissals）指標13は、いず

れも低い数値であり、時間コスト・金銭コスト

の側面からは解雇を行うことへの障壁が少ない

とされた。また、これら 3 つの指標を統合した

正規従業員の雇用保護（Employment Protection）

指標値14は 2.05（2008 年）と、OECD 加盟国の

平均値を下回る（数値が高いほど保護されてい

る）結果であった。これらの指標は、日本にお

いては、正規従業員はあまり保護されておらず、

雇用主から比較的簡単に解雇されうるものの、

判例によって解雇そのものが認められにくい15

状況にあることを示していると解釈できる。終

身雇用が崩壊しつつあるといわれる現在におい

ても、依然として正規従業員の雇用は維持され

る傾向が続くと想定されるのである。 

このことから企業は、経営環境が厳しさを増

すなかにあっても、現有の人的資源（特に正規

従業員）をできるだけ維持したまま自らを発展

させていく必要性に直面していると言える。仮

に正規従業員のなかにコア人材と非コア人材が

混在するとすれば、非コア人材を軽視すること

は、人的資源への投資の一部を有益に利活用で

きておらず、不必要なロスを生じさせていると

いうことになる。本研究の示唆からは、現在は

軽視されがちな非コア人材の底上げ施策が、人

的資源の投資対効果の向上につながる可能性が

考えられる。つまり、非コア人材も将来的にコ

ア人材になりうるコア人材予備軍であり、彼

ら・彼女らを動機づけることが組織の成長につ

ながると考えられるのである。 

最後に、本研究の限界を述べる。組織論を対

象とした研究でコンピュータ・シミュレーショ

ンを用いる場合、組織の理念型から導かれる組

織一般を近似するモデルから普遍的な傾向を知

ることが志向される（白石, 2000）。本研究にお

けるモデル設計もこれに倣っているが、その結

果、モデルと比較できる現実の特定組織が存在

しないという問題が生じている。組織モデルに

よるシミュレーション結果には、現実世界の組

織で見られる事象との同型性が見られると思わ

れるが、それでも現実世界の組織との乖離が存

在する可能性は否定できない。 

また、エージェントの個性がパラメータ値の

組合せによって限定されており、現実世界で見

られるような人間の多様性・複雑性が緻密に表

現されているとは言い切れない点も、本研究の

限界であると言える。たとえば、組織モデルで

表現されていないもののひとつに、エージェン

トが自らに付与されたラベル（働き者・怠け者）

への自己評価を、次ステップの戦略決定に反映

させていないということが挙げられる。 

ラベリング理論（Becker, 1963）にしたがえば、

あるエージェントが周囲から怠け者とラベリン

グされたとき、ラベリングされたエージェント



 

 

は、そのラベルによって自分が怠け者であるこ

とを認識し、以後怠け者であるように振る舞う

と考えられる。しかし経験的には、怠け者だと

ラベリングされたら、次こそは相手を見返して

やろうと考え、働き者になろうとするエージェ

ントの存在も想定される。日本企業に勤める社

員の多くは承認欲求によって強く動機づけられ

る承認人であるとする太田（2007）の議論を踏

まえると、働き者として認められたいという欲

求に動機づけられるエージェントが存在しても

不思議ではないだろう。このようなタイプのエ

ージェントにとっては、怠け者とラベリングさ

れることが、強く動機づけられるインセンティ

ブになりうる。つまり、エージェントが自らに

付与されたラベルをどう捉えるかによって、次

ステップの戦略が異なることが考えられるので

ある。これらの点については、モデルの精緻化

や現実世界の組織での調査を視野に入れ、今後

の課題としたい。 

本研究では、従来ネガティブな存在であると

捉えられてきた“怠け者”に焦点を当て、彼ら・

彼女らにもポジティブな側面が見られうること

を示唆した。ただし、本研究の議論は、怠け者

の存在を認めるものであっても、怠け者であり

つづけることを奨励するものではないことを強

調しておきたい。本研究をきっかけに“怠け者”

と呼ばれる成員への見方や接し方が変わり、そ

れによって“怠け者”と呼ばれる成員が、組織に

協力するインセンティブを少しでも感じ、行動

を変容させるようになれば幸いである。 
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注 
1 “日本人＝勤勉”のイメージを示唆すると考えら

れる調査データには、たとえば「内閣府政策統括

官（共生社会政策担当）青少年に関する調査報告

等 第8回世界青年意識調査」や、旅行会社Expedia
社が実施した「国際有給休暇比較 2009」がある。 

2 小林（2005）では、ブルーカラー（技術部門）職

 

場の役割外行動については、調整ゲームであると

結論づけている。そのため本研究で用いる組織モ

デルは、ホワイトカラー（事務部門、営業部門）

職場を想定した。 
3 成員の役職を規定し昇降格制度をモデルに組み込

んだ場合、この想定が適当であるとはいえない可

能性がある。日置（1998）は、人間集団のなかで

は評価が評価を生むジフ構造に作用する正のフィ

ードバックメカニズムが働くと指摘している。こ

れにしたがえば、出世のチャンスを得た者はより

組織に貢献しようとする一方で、チャンスを得る

ことができなかった者は組織に貢献しようとしな

くなると考えられる。 
4 日本動物行動学会 NEWSLETTER No.43, 

pp.22-23.に、学会での研究報告に関する長谷川氏

の寄稿文が掲載されている。 
http://wwwsoc.nii.ac.jp/jes2/NL/NL43_web.pdf 

5 厚生労働省が定期的に行っている｢労働者健康状

況調査｣の 2007 年調査によれば、従業員の心の健

康対策（メンタルヘルスケア）に取り組んでいる

と回答した企業は 33.6%である。 
6 たとえば、自分の得意タスクが割り当てられたと

きは積極的に協力しようとするが、不得意タスク

が割り当てられたときは不満を覚えて協力しよう

としない、というパターンが考えられる。 
7 たとえば「よく知らない人と一緒に仕事をするの

は気が乗らない」「良好な人間関係が築けている人

となら多少辛くても頑張れる」「嫌いな上司に残業

を頼まれたら、絶対断る」などのパターンが考え

られる。 
8 この図表には上位カテゴリ比の合計値が100.0%に

ならない部分が存在するが、これは計算結果を小

数点第 3 位で四捨五入した結果を記載したためで

ある。 
9 “OECD Indicators on Employment Protection - 

annual time series data 1985-2008.xls”（以下、

OECD 調査結果データファイル）を参照のこと。

当該ファイルは、下記 URL にてダウンロード可能

である。

http://www.oecd.org/employment/protection/ 
10 OECD 調査結果データファイル内「Level 3 - 

Sub-components」シートの「REGULAR3_v3」
列を参照のこと。 

11 OECD 非加盟国を含めると、日本は中国・イン

ド・インドネシアに次ぐ第 4 位（調査対象：40 カ

国）である。 
12 OECD 調査結果データファイル内「Level 3 - 

Sub-components」シートの「REGULAR1」列を

参照のこと。 
13 OECD 調査結果データファイル内「Level 3 - 

Sub-components」シートの「REGULAR2」列を

参照のこと。 
14 OECD 調査結果データファイル内「Level 2 - 

Sub-indicators」シートの「EPR_v3」列を参照の

こと。 
15 判例法上は、以下の 4 要件すべてに適合しない整

 



 

 

理解雇は無効であるとされる。これら 4 要件は「整

理解雇の4要件」として広く一般に知られている。

1.人員整理の必要性、2.解雇回避努力義務の履行、

3.被解雇者選定の合理性、4.手続きの妥当性。 
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